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暖簾とコ
ー ポレ

ー ト・ ブラン ド
一

両概念の 関係 につ い て
一

小 松 　 章 （一橋 大学）

は じめに

　近年、企業の 無形資産 やバ ラ ン ス シ
ー

ト

に計上されな い 無形 の価値 へ の 関心が高ま

り、企業 自体に内包される無形価値を コ
ー

ポ レ
ー

ト ・ブラン ドの名の下に評価 しよ う

と い う試みが広が りつ つ あ る。しか し，企

業 自体 の 無形価値 を表わ す 概念 と して は

「暖簾」 （goodw 皿 ）とい う資産範疇がす で

に存在する 。とすれ ば、暖簾概念 とは別に

コ
ーポ レ

ート ・ブラ ン ド概念が新た に登場

した意味は どこ に ある の だろ うか 。 本稿は、

こ の 点 の 究明 を通 じて、暖簾と コ
ーポ レ

ー

ト ・ブラ ン ド概念 の 関係 を明 らか に しよ う

とす る もの であ る。

1　 ブラ ン ドの 機能

（1）品質の証

　 は じめ にプラン ド概念に つ い て若 干ふれ

て お こ う D プラ ン ドは、基本的に は日本語

の 「銘柄」 に相 当 し、本来、製品そ れ 自体

を他の 生産者の 製品や他 の 生産地 の 製品か

ら識別す る ため の 名称を意味する。ちな み

に、製品それ自体を他の 生産者の 製品や他

の 生産地の 製品か ら識別する ための 記号や

字体 （ロ ゴ）ある い は象徴 （シ ンボル）が、

トレ
ー

ドマ
ー

クすなわ ち 「商標」で ある ω。

　 ブラ ン ドは （トレ
ードマ

ー
クも）、意味的

に は製品識別の ための標章に すぎな い。し

か し、取引の継続 を通 じて 、製品 の 品質上

の 差異がブ ラ ン ドに 反映され る よ うにな り．

買い 手は、そ の つ ど製品の 品質を確認す る

こ とに代えて ，ブラン ドを確認する こ とに

よ っ て製品 の 品質を判断するよ うになる 。

市場に見 られ る い わゆ る 「銘柄取引」 は、

ブラ ン ドが 品質 の 証 として の 機能を もつ が

ゆえに こ そ導かれ た制度で ある と い える。

（2）ヴェ ブレン効果

　 ヴェ ブ レ ン （TB ．Veblen）は、19 世紀末

に
“
conspicuous 　consumption

”
と い う概

念 を提示 した   。邦訳書な どで は 「衒示 的

消費」 とか 「顕示的消費」 とむずか しく翻

訳 され て い る が、内容に即 して 訳せ ば 「見

せ びらか しの 消費」 すなわち購買商品を通

じて 周囲 に 差 を っ け優越感に 浸る タイ プの

消費の こ と で ある。も っ と意訳すれ ば 「見

栄の ための 消費」 と い っ て もよ い 。見せ び

らか しの 消費は、個人の 消費行動の 動機の

一
つ をなすもの であ り、これによっ て消費

行動が誘導され る こ と をヴェ ブレ ン効果と

い う。

　今日では、モ ノとして の 商品それ 自体よ

りも商品に付帯するブ ラ ン ドが見せびらか

しの 消費を推進する効果的な要因と化 して

お り、実際、マ
ーケテ ィ ン グ の分野 で はブ

ラ ン ドに その よ うな位置づ けを与え、ブラ
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ン ド
・

マ
ー

ケテ ィ ング戦略が 展開 され て い

る。

　製品 自体に代わ っ て こ の よ うに ブラ ン

ドが ヴェ ブレ ン効果を担うよ うにな っ た の

は、現代社会で は生活に必要な もの は 通

り所有され る に い た っ たと い うこ とか らで

あ ろ う。モ ノ がす べ て の 人 々 に行 き渡る よ

うにな ると、次には モ ノ の属性 として の 高

級性、も っ と端的に い えば高価格性が 、他

者に差 をつ ける手段 とな り、購買者ない し

所有者の優越感の 源泉となる 。 その 結果、

消費者の 側 に、商品の効用 （使用価値）よ

りもブラ ン ドによ る心理的満足が購買動機

を構成す る傾向が生 じる 。 そ して 、企業も

またそ の よ うな消費者心理 を利用 し、ブ ラ

ン ド ・
マ

ー
ケテ ィ ングを展 開する の で あ る

（3）
。

2　 ブラン ドへ の 企業認識の 変化

（1 ）ブラ ン ドの 台頭

　ブラ ン ドに対する 企業の 認識は、歴史的

に 不変で あ っ たわけで はな い 。ナオ ミ ・ク

ライ ン （Naomi 　Klein） によ る と，ア メ リ

カで は 1940 年代終わ り頃には、「ブラン ド

がただの マ ス コ ッ トやキ ャ ッ チ フ レーズ、

製 品 ラ ベ ル に印刷 され た絵 で はな くな っ

た」 と い う （クライン の ブラ ン ド概念は ト

レ
ー

ドマ
ー

クを含む こ と に 注意） ω
。 つ ま

り．顧客がそれ を通 して企業を認識するイ

メ
ー

ジ媒体になっ て きた と い う こ とで ある 。

しか し．それで も企業に は 「大事なの はも

の を作る こ と 」 とい う認識があ り、ブラ ン

ドはあくまで も製品の副次的存在 であ っ た。

　と こ ろが、1980 年代にな る と事情は
一
変

し、ア メリカは 「ブラ ン ド至 上主義」 （ク ラ

イ ン）に突入す る 。 消費者は、「製品」で は

な く 「ブラン ド」 を買 うよ うにな っ た の で

ある 。 ヴ ェ ブ レ ン効果 を踏まえた マ
ー

ケ テ

ィ ン グ戦略に よ る 誘導の 結果で あ る こ とは

否定で きな い 。

　だが t こ の 傾向に さらに拍車をかけた要

因 は、国際化を踏まえた新 しい経営戦略で

あ る。すなわ ち コ ス トの かか る 製造は海外

の ド請け生産に 委ね、本社は マ
ーケテ ィ ン

グとブ ラ ン ド・イメ
ー

ジの 創造に特化すべ

きで ある と考える経営 コ ン セ プ トの 台頭で

ある。新興企業であるナイキが、シュ
ーズ

の 製造を海外下請けに 委ね 、ス ポーツ シ ュ

ーズ・
メ
ーカーと してで はなく「ス ポー

ツ 支

援企業 」 と い うブ ラ ン ド ・
イ メー

ジを前面

に押 し立てて成長をとげたの は、こ の 潮流

の 典型 的ケ
ー

ス とい え る。

　そ して、1988 年に クラ フ トを買収 した フ

ィ リ ッ プモ リス （2003 年 1 月に ALTRIA

Group　Inc．と改称）が 買収 の 対価をブラ ン

ドへ の 支払い と表明 した こ とによ り 、 ブ ラ

ン ドは そ の価値を資本市場か らも認知され

る こ と に な っ た。

　ア メ リカ の み な らず 、ヨ
ー

ロ ッ パ に おい

て も、ブ ラ ン ドの取得 を目的 とする新タイ

プの 合併 ・買収 （M ＆A）が台頭する。定評

あ る ブ ラ ン ド群を 傘 ドに擁する モ エ ヘ ネ シ

ー ・ルイ ヴ ィ トン （LVMH ）の M ＆A 戦略

はその 典型で ある。

（2 ）ブラン ドの高次化

　　
一

製品レベ ルか ら企業レベ ルヘ ー

　M ＆A の タ
ーゲッ トとな る ブラ ン ドは ．

もはや 旧来の マ
ー

ケテ ィ ン グ活動が構築を

目指 したプ ロ ダク ト・プ ラ ン ドとは異な り．

企業自体の信用を表象する コ
ーポ レ

ー
ト ・

ブ ラ ン ドで ある こ と に も注 意する必要が あ

る。
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　ブラ ン ドは、本来 、製品レベ ル の 標章で

あるが、プロ ダク ト・ライ フ サ イ クル の短縮

化 によ っ て製品モデルの連続的更新の必 要

性が高ま り、また消費者 ニ
ーズの 多様化 に

合わ せて製品モ デル を多様化 させ る必要性

が 高まる と、企業に と っ て は ， 定着した既

存ブラ ン ドを幅広 くか つ 長期的に使用する

こ とが マ ーケテ ィ ン グ的に も効果的となる 。

セイ コーは 、 1980 年代後半に腕時計につ い

て 50 数種の プ ロ ダク ト ・ブラン ドを展 開

して 失敗し後に集約化 を図 る に い た っ た が 、

こ の ケ
ー

ス は，製品モ デル が 多様化する に

つ れて プ ロダク ト・ブ ラ ン ドの展 開自体に

限界が生 じ る こ とを示 して い る 。 さら に 、

企業が 事業の 多角化を進め る よ う に な る と、

定着 した既存ブラ ン ドを事業の枠 （種類）

を超えて使用する こ とが効果的となる。ソ

ニ
ーが、もとも とオ

ーデ ィ オ製品 の プ ロ ダ

ク ト ・ブ ラ ン ドと して 使 用 して い た
“
SONY

”
を い ち早 く商号に 取 り込み、こ

れをコ
ーポ レ

ー ト・ブラ ン ド化 して 、近年

の多角化展開にお い て 金融事業な どの 異分

野で積極的に使用する に い た っ て い る の は、

その 典型例で ある 。

　こ の ように 、事業展開の 進展 ととも に 、

プ ラ ン ドは製品 次元 を超 え た コ
ーポ レ

ー

ト ・ブラ ン ドに高次化 し、あたか もプ ロ ダ

ク ト ・プラ ン ドが製品の 品質を代表 したよ

うに、コ
ーポレー ト ・ブ ラ ン ドが企業の 品

質を代表す る よ うにな る の で あ る 。

　ブラン ド目的の M ＆A にお い て は、こ う

して形成され たコーポレ
ー ト・ブ ラン ドが

ターゲ ッ トとなるの で ある 。 極論すれば、

あたかも消費者がモ ノではな くブラン ドを

買 うよ う に 、企業もまた 事業で はな くプ ラ

ン ドを買収するよ うにな っ たの である。

3　暖簾と コ ーポ レー ト・ブラ ン ドの

　　関係

（1＞ コ
ーポレート・ブラン ド概念の

一般

　　　的背景

　さて 、以 上の よ うに見るか ぎり、企業の

品質の 表象であ る コ
ーポ レ

ー
ト ・ブラ ン ド

は、価値 とい う評価視 点からは、暖簾と同

一視 され うるが ごと くで あ る。た とえ ば

「A 」 と い う コ
ーポ レ

ー
ト ・ブラ ン ドを持

つ A 社には 、他社にはな い
一

定 の 「差別利

益 」 （ヴェ ブ レン の 概念）が帰属する の で あ

り、そ の価値を暖簾 として評価する ことが

でき るはずであ る。

　 しか し．コ
ーポ レ

ー ト・ブ ラン ド概念は、

け っ して 暖簾の 代替的用語 と して 登場した

わけ で はない 。暖簾 とい う概念があるに も

かかわ らず、あ えてそれ とは別 に コ
ーポ レ

ー
ト ・ブラ ン ド概念が導かれた背景には、

一
つ に は前述 の よ うな 「ブラン ド至 上主義」

の 成立が ある。暖簾が抽象的な価値存在で

ある の に対 して 、コ
ーポ レー ト・ブ ラン ド

は文字や ロ ゴを通じて 目で 知覚し．そ の 名

称を耳 で聞い て知覚 し、そ の 名称 を口 に し

て会話する ことがで きる。その意味で 、ブ

ラ ン ドは、暖簾よ りも は る か に 具体 的な企

業イ メ
ージの 媒体なの で ある。とすれば、

たとえそ の 価値が暖簾と して評価 され る も

の で ある と して も、ブラ ン ドを直接 に 「ブ

ラ ン ド1 として 価値評価 しよ う と い う動き

が 生 じる の は当然で ありうる。

（2）暖簾をめ ぐる会計処理

　だが、プラ ン ドをまさにブラン ドと して

評価 しな けれ ばな らな い 、よ り切実な状況

が 、企業財務の分野で起 こ っ て い た の で あ

る。
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　 アメ リカでは 20 世紀初頭 に暖簾が恣意

的に利用され る傾向があ っ たため、それ 以

降、暖簾の 資産化 に対 して は、会計制度 上、

慎重な姿勢が と られ るよ うにな っ た 。ちな

み に 、暖簾 の 恣意的利用 は、次の よ うな形

で 見 られた 。

  個 人事業者や パ
ー

トナーシ ッ プの 共

　 同事業者が 企 業形態を法 人化 して 株式

　 会社を設立す る際、有形資産 の 評価額 い

　 っ ぱ い に 優 先株 を発 行 して 売 り出 した

　 うえ で ，暖簾の 存在 を根拠 に普通株を発

　行 して そ の 普通株 を発起人みずか らが

　 保有 した。だが、多くの 場合、そ の 暖簾

　 は裏づ けの な い もの で あ っ た。つ ま り暖

　簾は、会社の 過大資本化と発起 人によ る

　 支配権の 確保の ため の 手段と して 、都合

　 よ く利用 され たの である   。

  企業合同 におい て 、合併推進者 （プ ロ

　 モ ー
タ
ー

） が 相手企業 を 買収する際、相

　 手企業の株主の 要求に応 じて ．有形資産

　 の 評価 額 い っ ぱ い に優 先株 を発行 して

　 交付 した うえ、さらに暖簾の 存在 を理 由

　 に普通株を発 行 ・交付 し て 過剰支払 い が

　 な された。合併を 首尾よ く推進するため

　 の 措置で あ っ たと考え られるが 、多くの

　 場合．暖簾は裏づけの な い もの で あ っ た

　 ため 、合併後の新会社の株式は 「水増 し」

　 され ．新会社 自体も過大 資本化 と い う結

　 果 を招来 した。

  大企業で は、大量 の 融資を受けた り社

　 債を発行 した りする 目的で 、 有形資産担

　 保の ほか に暖簾 を資産化 して こ れを担

　 保 に 取 り 込 む と い う信用 拡張 の た め の

　 利用が行われた｛6）。

　こ の よ うな歴史的経緯か ら、暖簾をバ ラ

ン ス シ
ー

ト上に資産化する こ とに つ い て は 、

原則的に消極的な会計政策が と られ る に い

たっ たの で ある 。 特 に、企業みずか らが 自

力で構築 した 自己創設 暖簾に つ い て は、評

価の客観性が保証 さ れ な い こ と を 理 由 に資

産計上が禁止 される に い た っ た。た とえ事

実上 、信 用 と して の暖簾が形成され超過利

益に貢献して い て も、そ の 暖簾を超過利益

の 現在価値 へ の 資本還元 によ っ て 資産化す

る こ とは許されな い の で ある。

　 と こ ろ が 、一方で 暖簾がバ ラ ン ス シー ト

llに 資産化 される場合がある。　 M ＆A （合

併 ・買収） に際 して、被買収企業の 純資産

額を超 える支払 い がな さ れ る場合、超過額

が 「暖簾」 の 名の 下 に資産計 上される の で

あ る。ちなみ に、相手企業をそ の 純資産額

よ りも低 い 価格で 買収した場合、た とえば

純資産 10 億円の企業を 9 億円で 買収 した

場合に は、差益が出たと い う発想か ら，差

額 1 億円は 「合併差益 」と して 処理 され る 。

逆に 相手企業をそ の 純資産額よ りも高い価

格で 買収 し た場合、た と え ば純資産 10 億

円 の 企業 を 11 億円で 買収 した場合に は、

超過 額 1億円が 「暖簾」 または 「営業権」

と し て資産計上 され る の で ある。そ の 根拠

は、相手企業に 無形 の価値 として の 暖簾が

オ フ バ ラ ンス の 形で存在 して い たか らそ れ

に見 合う対価が支払われた の であ る と ．伝

統的 には説 明 され て きた。

　はた して 当該の 暖簾は．被買収企業か ら

取得 した も の とみな され 「購人暖簾」 と称

され る 。 っ ま り、被買収企業の 自己創設暖

簾が M ＆A を通じて購入 の 対象とな り、実

際に 支払 い が な され た か ら 計 ヒさ れた と い

う論理で ある 。ちなみ に 、20 世紀初頭の企

業合同時におけ る 暖簾を利用 した恣意的な

過剰支払 い （前述） は、こ の 解釈に立脚 し

て行われた財務操作と い え る 。
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　 しか し、こ の 論理は必ず しも正 しくな い 。

そ もそ もその よ うな場合の超過 支払い額を

一括 して 「暖簾」 の 名 で 資産 計上す る こ と

自体が 不適切で あ る と い わな けれ ばな らな

い。なぜな ら、純資産額を超えて買収がな

され る の は、そ れ だけ支払 っ て もなお 買収

する価値 が見出 されたか らに他 な らな い の

で あるが 、そ の 価値は、多く の場合、相手

企業 に内在 して い た とい うよ り、相手企業

を買収す る こ とによ っ て 新た に構築が可能

と なる独 占的市場 地位や シナジ
ー効果等 の

構造的 ・組織的要 因に起因する未来価値に

他な らな いからで ある。つ ま り、M ＆A と

い う行為そ の も の に よ っ て 新たに構築され

る構造的 ・組織的要因か ら生 じる超過利益

を現在価値 に引き戻して 評価 した結果が 、

超過支払 い額とな っ て 表れた の で ある 。 そ

れ を．あたか もそ の価値の すべ て があらか

じめ被買収企業に 自己創設暖簾と して 潜在

して い た か の ごとく認識 し、暖簾の購入対

価 と規定する の は、事後的なつ じつ ま合わ

せ の 論理 で しかな い。（ただし、誤解を避け

る ために付け加えておくな ら、こ こ で の 主

張は被買収企業に 自己創設 暖簾が存在する

可 能性を否定する も の で はなく．もし自己

創設暖簾が実在 したの で あれば、それを購

入 暖簾と して資産化する の は 、 もちろん正

当で ある 。こ こ では、合併に よ っ て新たに

生まれる超過利益の 源泉を根拠もな く被買

収企業の 自己創設暖簾に求める会計処理 の

あり方を批判 して い るので ある）。

（3）M＆A における暖簾会計の 不都合

　 と こ ろ で 、将来の 超過利益を生む価値源

泉 として計上 され る 「購入暖簾」 につ い て

も、会計制度上 は、自己創設暖簾に つ い て

の規定との 整合性か ら、バ ラ ンス シ
ー ト上

に長期に わ た っ て 計上 して お く こ と は望ま

しくない とい う理由で 、短期償却が義務づ

けられた。超過利益が期待 され る が ゆ え に

こ そ それ に見合 う対価 （超過支払い ）が投

じられた以上、暖簾は、本来な らば存続予

想期間 を通 じ て 当該超過 利益 か ら回収 さ れ

る べ き性格の 無形固定資産で あるが、短期

償却を義務づ けられたか らには 、 利益を待

た ずに、蓄積された剰余金 （また は準備金）

と相殺の 形 で償却せ ざる をえな い 。イギ リ

ス で は、1980 年代 に持分 控除法が普及し、

購入暖簾を持分 として の資本準備金か ら控

除する方法が と られた ω
。

　 と こ ろが これ に よ っ て 、M ＆A を積極的

に 展開する 企業は、超過支払い が生 じた場

合、暖簾を計上 して はそれを資本準備金か

ら控除 （償却）する ため、自己資本が減少

する とい う事態に直面する ことにな っ た。

活発な M ＆A 戦略が、皮肉に も会計 一ヒは 逆

に 自己 資本比率を悪化させ、企業財務 の 健

全性を損な うと い う結果 をもたらす こ とに

な っ た の で あ る。

　そ こで 、こ の よ うな矛盾を回避す るた め

に苦肉の 策 として 導かれた発想が、被買収

企業へ の超過 支払 い を、暖簾 の 購入対 価で

はな く、プラン ド（コ
ーポレ

ー ト・ブラ ン ド）

の 購入対価、すなわ ち相手企業の ブラン ド

へ の投資であ るとする考え方で あ っ た、少

な くとも企業は超過支払い の 対象を 「暖簾」

以外の 無形価値に求める必要性が あ り、特

許権、商標権、フ ラ ンチ ャイズ、顧客名簿

などの 無形価値が動員される こ とにな るが、

ブ ラン ド （コ
ーポ レ

ー ト・ブラ ン ド）は包括

的な価値概念 として最も便利で あ っ た と い

え る。ブラ ン ドは法的に保証された権利で

あ り、暖簾に 対する会計上 の規制を受 けな

い e しか も、コ
ーポ レ

ー
ト・ブラン ドの 価値
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が重視 される に い た っ て い る現実に照 らせ

ば、必ずしもた んな る 言葉の す り替え と い

うわけで もな い。

　 こ うして．コ
ーポ レー ト・ブ ラ ン ドは、現

実の企業財務が、暖簾 に対する伝統的な会

計規制 か ら脱却する ため の 切 り札的解決策

として 、会計制度の表舞台に登場 したの で

ある e

　 とは い え、もちろん こ れで 問題が全面解

決 したわ けで は な い 。た し か に ブラン ドそ

の も の の 取 得 を 目的 と して 展 開 され る

M ＆A の 場合に は、こ の会計処理 は前進 と

い うべ きで ある。しか し 「購入暖簾」 に つ

い て の 会計処理 そ の もの が是正されな けれ

ばな らな い 。

（4 ）未解決の 会計課題

　 ア メ リカ で は 、財 務会 計基 準審 議 会

（FASB ）が 2001 年に基準書 SEAS　141「企

業結合 （Business　Combination ）」 および

SEAS 　142 「営業権 と その 他 の 無形 資 産

（Goodwi皿 and 　Other　lntangible　Assets）」

を発表 し、それ まで 合併会計の選択肢の
一

つ と して存在 して い たプー
リング法を廃 止

して 、パ ーチ ェ ス 法に統
一

した。

　 プー
リ ン グ法の

．
ドでは、合併 当事会社の

諸資産が簿価の まま合併後の新会社に継承

された の に対 し、パ ー
チ ェ ス法の 下で は、

合併は文字通 り存続会社に よ る 消滅会社の

購入 と みな され る ため 、超過支払いがあれ

ば、必 ず購入暖簾の 資産化が行われる。新

基準はさ らにそ の 場合 の購入暖簾につ い て 、

従来の 規定を変更して償却を禁 止 し、そ の

価値をバ ラ ン ス シ
ー

トhに とどめ る こ とと

した う え 、代わ り に 毎年、減損テ ス トを義

務づ けて 、正 当な評価額を表示す べ きもの

とした。

　 しか しなが ら、すで に指摘 したように、

購入暖簾の本質は、多くの場合、被買収企

業に内在する信 用 と い うよ りは、M ＆A そ

の もの に よ っ て構築され る独占的市場地位

や シナジ
ー

効果等 を内容 とす る の で あ っ て ，

そ れ ら は 、む し ろ 厂合併無形資産 」 と い う

い うよ うな名称 （もちろん こ れはた とえば

の 名称で ある が）の 下に資産計上 され る べ

き もの で あり、暖簾とは一線 を画す る e そ

れ をあた か も 被買収企業か ら購入
・継承 し

たか の ごとくみ な して 、「暖簾」と して資産

化する こ とは適切とは い えない。

　一方，新基準の下で もなお、自己創設暖

簾や自己開発無形資産に つ い ては 、引き続

き資産計上が禁 じられ て い る 。だが 、企 業

本来の 価値と して 評価す べ き固有の暖簾は、

超過利益を もた らす企業の 信用 を内容 とす

る 自己創設暖簾に他な らな い ので ある e こ

の 自己創設暖簾が依然 として 資産化を禁 じ

られ て い る と い う こ とは、真の 意 味の 暖簾

が あ い か わ らず資産化を阻まれ て い る と い

う こ と を意味する。

　 つ ま り極論すれば 、現在の 会計規則は 、

本来の 暖簾でない 合併無形資産を暖簾と し

て オ ンバ ラ ン ス 化させ 、本来の暖簾で あ る

自己創設暖簾に つ い て はオン バ ラ ン ス 化さ

せない と い う誤謬に 陥っ て い る とい わ ざ る

をえ な い ．

　現実に 目を向ける な ら、今 日，資本市場

が真に知 りたい企業価値は、自己創設暖簾

に代表 されるよ うな企業自体に帰属する無

形価値で あろ う。制度 として の バ ラ ンス シ

ー
トにお ける資産評価とは別に、コ

ーポ レ

ー
ト・ブラ ン ドの 価値評価の 試みが 広が っ

て い る の は、一
つ に は自己創設暖簾に代表

され るその ような企業価値 を評価 しよ うと

い う動きである とも解される の で ある。そ
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して 、も しそ うだとすれ ば，そ の か ぎりコ

ーポ レ
ート・ブラ ン ドの価値は、本来 （つ ま

り会 計上 の規制 がな けれ 1お 暖簾と して 評

価 され るべ き企 業価値を代替 的に表現 しう

る もの で ある と い っ て よ い で あろ うD もっ

と思 い 切 っ た い い方をす れ ば、暖簾が暖簾

として 正 しく評価されな い が ゆえ に ．コ
ー

ポ レー ト ブラ ン ドと い う形で の 企 業評価

が導かれ た と い うこ とで ある （8）
。

注）

（1） ブ ラン ドと トレ
ー ドマ ー

クは代替関

　 係をも っ て使 用 され る こ とが少な くな い 。

　 日本の 商標法 に い う 「商標」 概念は実質

　 的に銘柄を含ん で い る。

　　 商標法第 二 条 「こ の 法律で 「商標」 と

　 は、文字、図形 、記号若 しくは立体的形

　 状若 しくは こ れ ら の 結合又 は これ ら と

　 色彩 との 結合 （以下 「標章」 と い う。）

　 で あつ て、次に掲げる もの をい う。

　　一　 業と して商品 を生産 し、証明 し、

　 又 は譲渡 する者がそ の商品 に つ い て使

　 用 をす る もの

　　二 　 業と して 役務を提供 し、又 は証

　 明す る者 がそ の 役務 に つ い て 使用をす

　 る もの （前号に掲 げる もの を除く）」

　　一一方、経済産 業省企業法制研究会の

　 『ブ ラ ン ド価 値 評価 研 究 会 報告 書 』

　　（2003 年 6 月） に よ る ブ ラ ン ドの 定義

　 は、実質的に トレー ドマ
ー

クを含ん で い

　 る 。
「本研究会は 、ブラ ン ドを r企業が

　 自社の 製品等を競争相手の 製品等 と識

　別化または差別化す るため の ネーム 、ロ

　 ゴ、マ
ー

久 シ ンボル 、パ ッ ケージ ・デ

　 ザイ ンなどの標章』 と定義する こ ととし

　た。」同報告書 8 ペ ー
ジ。経済産業省 HP

　 公 開。

（2）　　T．B ．Veblen
，　The 　Theory　of 　 the

　Leisure　Class
，
　1899．　 高哲男訳 『有閑

　階級の 理論』ちくま文庫、1999 年。第 4

　章参照 。

（3） 詳 し くは 小松章編著 『ライ フ ス タイ

　ル ・マ ネ ジ メ ン ト』文眞堂 、2002 年。第

　 1章参照。

（4） Naomi 　Klein，　No 、hagt）：％ 痘 η9 舳

　at 　the　Brand 　Bttilies，2000．松島聖子

　訳 『ブラン ドな ん か 、い らない 』 は まの

　出版、2001 年。26 ペ ー
ジ。なお 、こ の

　項 の ア メリカに関する記述は，同書の 第

　 1 章に負 うと こ ろが大 き い。

（5）　T．B ．Veblen，7he　7heory　Of　Business

　Enterprise
，
1904．小原敬士訳『企業の 理

　論』 112 ペ ージ 参照 。

（6） Ibid．， 同上書。94 ペ ージ参照。

（7） イギ リス の 詳し い事情に つ い ては、白

　石和孝 r知的無形資産会計』新世社、1997

　年。お よび、白石和孝 『イ ギ リスの暖簾

　 と無 形資産 の 会 計」税務経理 協会 、2003

　年を参照。本稿で も負うと こ ろが大 きい 。

（8）本稿は、筆者の 以下の 一連の 研 究の 延

　長上にある の で 、参考まで に掲げさせて

　い ただく。

　  小松章 「暖簾に つ い て の経営学的考

　　察 」 埼玉大学 『社会科学論集』 第 35

　　号、1975年 1月。

　  小松 章 「暖簾と合併差益 」 日本経営

　　学会『現代 の 経営参加 』千倉書房 、1976

　　 年　所収 。

　  小松章 「企業評価基準の根底にある
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　 も の 」 『会計』 第 113巻第 1 号、1978

　 年 1月。

  小松章 「生産の 歴史と資本主義
一

ヴ

　 ェ ブ レ ン の 資本理論」 『雲嶋良雄先生

　退官記念 論文集』同文舘、1936年　所

　 収。

  小松章「暖簾研究所説
一

経営的アプ

　 ローチー
」 『一橋論叢』第 96巻第 4号、

　 】986年 10 月。

  小松章 『老舗企業の 経営実態と暖簾

　 の 形成 メカ ニ ズム
ー老舗企 業経営実

　態調査報告書
一

』科学研究費補助金研

　 究成果報告書，1987年 3 月。

  小松 章 「暖 簾と企業静争」 r経営行

　動』第 3巻第 4号、1988年 12月 。
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